ＤＭの関連資料

○パートや派遣社員では仕事を代替できないことが多い
東京大学社会科学研究所教授の佐藤博樹「男性の育児休業」２００４年発行p87「30代前後の従業員が育児休業を取得する場合が多いことを想定すると、大卒であれば勤務8年程度のキャリアがあり、すでに責任ある仕事をまかされていることが一般的である。そうした仕事に、パート社員や派遣社員を配置して業務を処理することは必要とされる技能が企業特殊的でかつ高い水準にあるため、困難であることが多い。」


○順送り方式を用いても、新しい人を雇わないと労働負荷が上昇する
東京大学社会科学研究所教授の佐藤博樹氏「男性の育児休業」２００４年発行p88
「職場内で「順送り方式」を採用し、最終的に生じた空席に代替要員を配置しないことは、空席が生じた職場の要員に余裕がある場合には可能であるが、そうでない場合は職場成員の労働負荷を高めることになるため望ましいものではない。」


○ 仕事面でも育児休業の効果
東京大学社会科学研究所教授の佐藤博樹氏は著書「男性の育児休業」２００４年発行p122
「仕事面での変化という点では、休業後も子育てに主体的に関わる男性が多いので、こどもとの時間をつくるために時間管理に厳格になり、効率的に業務をこなすよう意識するようになった、といった変化が見られている。（中略）また、一定期間仕事を離れることのリフレッシュ効果も指摘されている。」

○過労自殺の原因は肉体的・精神的負担 
川人博　弁護士　「過労自殺」岩波新書1998　ｐ57 
「自殺に至る原因として、長時間労働・休日労働・深夜労働・劣悪な職場環境などの過重な労働による肉体的負担、および重い責任・過重なノルマ・達成困難な目標設定などによる精神的負担があげられる」


○ 企業は不況を労働強化で切り抜けてきた 
小泉宏（ひろむ）　経済学研究者 現代の資本主義入門　学習の友社 1991 ｐ20、21
過労死とよばれる現象は、1970年代の2回の「石油ショック」による独占資本の「危機」への対応から始まっています。「現象経営」とよぶ人べらし「合理化」の結果として過労死減少がひろがりました。(中略）資本の「リストラクチュアリング」(再構築)は、当然に労働力の需要を伴うものですが、独占資本の側は、人べらしのままで「人手不足」状態を引き起こし、そのぶん現役労働者の長時間・超過密労働が強制されました。（中略）とくに製造業部門に過労死が集中して増大し、各産業、諸部門に雇用の増大をおさえて労働強化で切り抜けていくことが全般的な傾向になりました。
○月に80時間の残業は過労死との因果関係が強い
金子勇 北海道大学大学院文学研究科教授 都市の少子社会東京大学出版会 2003ｐ110,111
「たとえば総務省が2002年7月に実施した「労働力調査」によれば、(中略）残業する男性社員のうちの21％は月に80時間を超過していた。残業がつきに80時間は厚生労働省が労災認定基準で過労死との因果関係が強いとした時間であり、様々な問題が発生しやすい。)


○育児休業は1ヶ月前に申請する
労働調査会発行　わかりやすい育児休業制度の実務　平成14年ｐ41 
「労働者が希望通りの日から育児休業を開始するためには原則として開始日の1ヶ月前にまでに申し出ることが必要となる。」


○過重労働に至る原因 
岡村親宣　弁護士　過労死と労災補償 労働旬報社 1990 ｐ57
「このような過重な労働に陥っている背景には、バブル経済の崩壊後、各企業がコスト削減や人員整理を厳しく実行していることがある。技術者にとっては、より少ない予算とより少ない人員で与えられたしごとを遂行しなければならず、優秀な人でも壁にぶち当たりそこから精神のバランスを崩していく場合が多い。（中略）経費削減のために、日本の製造現場では深夜勤務・不規則勤務が増えているが、この影響からくる睡眠障害によって、やがて体調の不良を訴え、うつ病に陥る例もある」


○日本人の労働時間は今でも多い 
熊沢誠 甲南大学経済学部教授 リストラとワークシェアリング岩波新書
2003 ｐ7
「日本は依然として働きすぎる労働者の多い国である。『労働力調査』（総務省2002）にもとづく表１をみよう。2001年非農林業雇用者のうち週49時間以上働く男性は36％、女性でも12％。そのうえ、週60時間以上働く男性が17％、女性でも3.8％にのぼる。（中略）それらの比率が93年以降さらに高まっているという事実を確認されたい」


○リストラがあってもその分はアルバイトやパートを雇っており周りの労働量は増えない
月刊イズム　バックナンバー2001年9月
http://www1.ocn.ne.jp/~ismmhm/0109restra.htm 
企業は人件費抑制のため、リストラの名のもとに正社員を解雇、その穴埋めに賃金の低いパートを採用している。

